
（別添１） 

基 地 対 策 に 関 す る 要 望 

 

 

 日米地位協定に基づき提供されている「施設及び区域」（米軍基地

（水域を含む）。以下「基地」という。）を抱える地方公共団体は、基

地の存在及びその運用に伴う諸問題によって地域の生活環境の整備・保

全や産業振興等に様々な障害を受けており、その対策に日夜腐心してい

るところであります。 

  また、航空機事故、原子力艦をはじめとする艦船の事故や弾薬等によ

る事故への不安、航空機等の騒音による被害の増大、環境汚染、米軍の

構成員及び軍属並びにそれらの家族（以下「米軍構成員等」という。）

による事故や犯罪の発生、駐留軍等労働者の諸問題など、基地に起因す

る問題も広範多岐にわたるとともに深刻化しております。 

 特に、米軍の犯罪防止への取組みについては、実効性を伴ったものと

なることが極めて重要です。 

 国におかれましては、基地周辺の生活環境の整備や民生安定のために

種々の施策が講じられているところでありますが、今日の多様化した住

民ニーズに応えた内容とはいえず、基地周辺対策予算や基地交付金など



についても制度の目的に沿った増額措置がなされておりません。 

 また、平成１８年５月には、抑止力の維持と地元負担の軽減を柱とし

て、在日米軍の再編に係る最終報告が日米両国政府間で合意され、駐留

軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法も成立し、その後、平成 

２４年４月には再編計画の見直しが発表されましたが、基地周辺住民や

地方公共団体に対して、まだまだ十分な配慮がなされているとは言えな

い状況にあります。 

 このことは、本来、国民全体で担うべき基地負担を担い、長年にわた

って生活環境の改善を求めてきた基地周辺住民や地方公共団体の切実な

願いに背くものであり、また、基地対策に関する経費が地元に転嫁され

ることによって各地方公共団体の財政の圧迫をもたらすものとなってお

ります。 

  よって、国におかれましては、基地周辺住民、地方公共団体のこうし

た状況を十分に理解され、基地対策に関する別記の施策・制度・予算に

関する諸事項を速やかに実現されるよう強く要望いたします。 
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